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鉄道部会では、２０１０年代を見据えた鉄道政策を明らかにするため、我が国の鉄道のネットワークやサービスの充実、安全性のさらなる向上等に
向けた課題と具体的な解決方策について審議。

審議を本格化させるにあたり、部会の下に「ネットワーク・サービス小委員会」と「技術・安全小委員会」を設置し、広範にわたる課題を効率的に検討。

「ネットワーク・サービス小委員会」での審議結果を基に、６月１９日の鉄道部会において、「ネットワークとサービスの充実のために直ちに具体化を図
るべき施策」について中間とりまとめを行った。今後、最終報告をとりまとめる予定。

○

○

中間とりまとめ（ネットワーク・サービス小委員会関係）の概要

現状と課題現状と課題 直ちに具体化を図るべき施策直ちに具体化を図るべき施策

幹線
鉄道

地方
鉄道

都市
鉄道

バリアフ
リー化

○

技術・安全小委員会における審議

広域的な公共交通ネットワークの中で重要性を増す在来幹線
鉄道の役割
在来幹線鉄道の高速化の必要性

・

・

・都市鉄道ネットワークの更なる充実の必要性
・都市鉄道におけるサービスの質的向上の必要性

厳しさを増す地方鉄道の経営環境
沿線の地方自治体や住民などによる主体的な取組を促すた
めの環境整備の必要性

・
・

バリアフリー新法に基づく整備目標の達成に向けた取組を優
先的に進めるべき必要性
ホーム上の抜本的安全対策の必要性

・

・

高速化のボトルネックとなっている要因に関する調査
高速化効果の早期確保に資する施設の先行的整備の促進
高速化効果の確保に即効性のある次世代型高速省エネ車両の導
入等の促進 等

①

②
③

①都市鉄道利便増進事業などの推進
②都市鉄道における利用者満足度調査の導入
③都市鉄道における輸送障害発生時の情報提供体制の高度化 等

地方自治体による鉄道施設の保有などの取組を活発化させるた
めの支援
鉄道事業者、地方自治体、住民などが連携して行う取組に対する
総合的かつ重点的な支援 等

①

②

１日あたり利用者数が五千人以上でエレベーターなどの設置が困
難な駅における設置スペースの確保・新技術に基づく設備の導入
ホームドア・可動式ホーム柵整備の促進 等

①

②

安全に対する国民の信頼回復
厳しい経営状況の中での技術力の確保
地球環境問題における国際貢献

安全・安定輸送ＷＧ ～安全・安定輸送を実現するための具体的方策を検討
技術企画ＷＧ ～経営体質強化にも資する技術の高度化方策を検討
技術開発ＷＧ ～鉄道の未来を切り開く技術開発のあり方を検討
海外展開・国際貢献ＷＧ～地球環境改善・国内産業強化のための海外展開戦略を検討

課
題 ＷＧ設置

～「もっと安心・安全で、もっと快適・安定な輸送サービスを実現するための技術と体制の構築」に向けた検討～

交通政策審議会陸上交通分科会鉄道部会のこれまでの審議状況
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中間取りまとめの主な提言施策とその取組状況 ①

・まちづくりと連携した高速化事業への支援や、省エネルギーに着

目した高速車両を導入するにあたっての補助を平成20年度予算
として要求し、今後、一層、他分野の施策との連携を促進

（⇒Ｐ３ 「２．幹線鉄道の高速化（活性化補助）」参照）

・ＮＥＤＯ（独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）の補助制

度（石油特会）を活用して、次世代型高速省エネ特急車両に係る技

術開発を平成２０年度予算として要求

・上記ボトルネック調査の結果等を踏まえ、曲線改良、軌道強化、

行き違い施設の整備等、路線全体の構想に先立って整備を実施

することにより高速化の早期確保につながる施設について、その

先行的整備を促進すべく、引き続き検討

・平成１９年度より、在来幹線鉄道において高速化のボトルネックと

なっている要因や、既存施設・未完成の施設の改良、活用等によ

りその解消を図る方策について全国規模の調査を実施

（⇒Ｐ３ 「１．高速化のボトルネック要因に関する調査」参照）

検討状況・対応状況

■高速化のボトルネック要因

やその解消方策に関する

調査の実施により、早期に

高速化可能な路線・区間の

把握や、旅行時間短縮に効

果のある駅等を把握

高速化のボトルネック
となっている要因に関
する調査

■高速化効果の早期確保に

資する施設の先行的整備を

促進

高速化効果の早期確
保に資する施設の先
行的整備の促進

■次世代型高速省エネ車両の

導入等を促進

高速化効果の確保に
即効性のある次世代
型高速省エネ車両の
導入等の促進

■沿線地域への波及効果を発

揮させるべく、他分野の施策

と連携

他分野の施策との連
携の促進

提言施策検討項目

幹線鉄道のネットワークとサービスの充実
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名古屋
ＪＲ関西本線

ＪＲ東海道本線

西桑名

（桑名）

麻
生
田 楚

原
大
泉

東
員
穴
太
七
和
星
川
在
良

蓮
花
寺

西
別
所

時間短縮効果
＜西桑名～阿下喜間＞

５２分→４２分
（１０分短縮）

阿下喜

（参考）高速化工事と一体的に行うまちづくり

西桑名～阿下喜間の高速化工事

曲線改良、行違い設備の増設、軌道
強化等

馬
道

事業：駅前広場・駐輪場等の整備
駅アクセス道路の整備等

軌道強化

変電所工事

軌道強化

注） は20年度実施予定の補助対象事業

曲線改良

橋梁の改修

幹線鉄道の活性化

２．幹線鉄道の高速化（活性化補助） 【平成20年度要求 事業費：1,151百万円、国費：307百万円】
広域的な地域間の連携の強化や地域の活性化に資する高速輸送体系の形成を促進するため、既存の鉄道施設を最大

限有効活用して、線路の曲線改良、単線区間の複線化等による在来幹線鉄道の高速化を図る。また、駅周辺整備等の

沿線のまちづくり事業と連携した在来線の高速化事業を実施し、相乗的な沿線地域の活性化を図る。

○整備中の路線
・宇野線・本四備讃線 岡山・児島間(まちづくり事業と連携) 〈平成20年度完成予定〉
・三岐鉄道北勢線 西桑名・阿下喜間(まちづくり事業と連携) 〈平成20年度完成予定〉

１．高速化のボトルネック要因に関する調査 【平成20年度要求 事業費：180百万円の内数】
在来幹線鉄道について、曲線の多い線形など現状において高速化のボトルネックとなっている要因や、既存施設、
未完成の施設の改良、活用等によりその解消を図る方策について全国規模で調査を行い、曲線改良、軌道強化、行き
違い施設の整備など、路線全体の構想に先立って整備を実施することにより高速化効果の早期確保につながる施設の
先行的整備を促進する。

児島

高松

宇野

岡山

宇
野

線

宇
野

線

本
四
備
讃
線

本
四
備
讃
線

山
陽
新
幹
線

予讃線

茶屋町

☆高速化事業
・岡山～茶屋町間の部分複線化
・茶屋町～児島間の曲線改良

沿線のまちづくり事業
・岡山駅周辺整備（西口広場
拡張、自由通路の整備）等

相乗効果

【宇野線・本四備讃線】
【三岐鉄道北勢線】

注） は20年度実施予定の補助対象事業
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・ピーク前後の時間帯や深夜時間帯における混雑状況について、鉄道事業者の

協力のもと調査を実施

・都市鉄道整備等基礎調査により、大都市交通センサス等の既存データを活用し

た推計手法や、ピーク時間を平準化するにあたっての費用負担・運賃負担のあ

り方等を検討
（⇒Ｐ６ 「２．ピーク時間帯の前後や夕刻・深夜等の混雑実態調査と対応策の検討」参照）

■ピーク時間帯の前後や夕刻・

深夜等の混雑実態を調査し、

対応策を検討

・輸送障害時の情報提供のルール化や、運行状況に関する情報の一元化、情報

提供の高度化に向けた検討等、輸送障害時における利用者に対する情報提供

の高度化方策を検討
（⇒Ｐ６ 「１．輸送障害時における情報提供の高度化」参照）

■輸送障害時における情報提

供を高度化

・速達性の向上や駅施設利用の円滑化の観点から、三宮駅改良（平成17～24年
度）、相鉄・ＪＲ直通線（平成18～26年度）及び相鉄・東急直通線（平成19～30
年度）の整備を推進

・都市鉄道整備等基礎調査により、さらなる速達性向上施策を検討
（⇒Ｐ５ 「１．都市鉄道利便増進事業」参照）

■都市鉄道利便増進事業の

継続等により都市鉄道ネット

ワークを充実

都市鉄道利便都市鉄道利便
増進事業など増進事業など
の推進の推進

・学識経験者から構成される検討会において、調査項目、調査方法などに関する

検討を行い、利用者満足度調査を実施するべく、平成20年度予算を要求
■利用者満足度調査を企画、

実施

都市鉄道での都市鉄道での
利用者満足度利用者満足度
調査の導入調査の導入

都市鉄道にお都市鉄道にお
けるサービスけるサービス
の質的向上の質的向上

・今後の鉄道事業者の安定的な事業資金確保のニーズや、電力・海事等の他産

業の動向を踏まえて、措置内容を検討し、関係省庁等との調整を推進

■政策投資銀行民営化移行期

間中及び完全民営化後の安

定的な事業資金確保のため

の措置を検討

鉄道事業にお鉄道事業にお
ける安定的なける安定的な
資金の確保資金の確保

検討状況・対応状況提言施策検討項目

中間取りまとめの主な提言施策とその取組状況 ②

都市鉄道のネットワークとサービスの充実
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速達性向上事業 駅施設利用円滑化事業

都市鉄道の利便増進

１．都市鉄道利便増進事業 【平成20年度要求額 事業費：7,671百万円、国費：2,557百万円】

概成しつつある都市鉄道ネットワーク（既存ストック）を有効活用し、その利便の増進を図るため、
都市鉄道等利便増進法に基づき、連絡線等の整備による速達性の向上や、周辺整備と一体的な駅整備に
よる交通結節機能の高度化を推進する。

「受益活用型」の上下分離方式二俣川

西谷 駅

小田急小田原線
JR 東海道貨物線

東急東横線

相鉄本線

JR 東海道線

JR 横須賀線

相鉄いずみ野線

横浜

湘南台

新宿

東京

新橋

品川

渋谷

大崎

日吉駅

東急 目黒 線

目黒

田園調布

大和
横浜羽沢駅付近

JR 山手 線

海老名

相鉄厚木線

厚木

綱島駅

東京地下鉄１３号線等

と相互直通運転（予定）

相鉄・東急直通線の整備

相鉄・ＪＲ直通線の整備

新横浜駅 （仮称）

二俣川

西谷 駅

小田急小田原線

JR 東海道貨物線

東急東横線

相鉄本線

JR 東海道線

JR 横須賀線

相鉄いずみ野線

横浜

湘南台

新宿

東京

新橋

品川

渋谷

大崎

日吉駅

東急 目黒 線

目黒

田園調布

大和
横浜羽沢駅付近

JR 山手 線

海老名

相鉄厚木線

厚木

綱島駅

東京地下鉄副都心線等

と相互直通運転（予定）

相鉄・東急直通線の整備

相鉄・ＪＲ直通線の整備

新横浜駅 （仮称）

整備区間

整備期間

西谷駅～

横浜羽沢駅付近

（約 2.7km ）

平成 18 ～ 26 年度

横浜羽沢駅付近～

日吉駅

（約 10.0km ）

平成 19 ～ 30 年度

〔相鉄・ＪＲ直通線 〕 〔相鉄・東急直通線 〕

整備区間

整備期間

西谷駅～

横浜羽沢駅付近

（約 2.7km ）

平成 18 ～ 26 年度

横浜羽沢駅付近～

日吉駅

（約 10.0km ）

平成 19 ～ 30 年度

相鉄・ＪＲ直通線 相鉄・東急直通線

計画認定 平成18年11月21日 平成19年4月11日

〔参考事例 ： 相鉄・JR直通線及び相鉄・東急直通線〕

「受益活用型」の上下分離方式二俣川

西谷 駅

小田急小田原線
JR 東海道貨物線

東急東横線

相鉄本線

JR 東海道線

JR 横須賀線

相鉄いずみ野線

横浜

湘南台

新宿

東京

新橋

品川

渋谷

大崎

日吉駅

東急 目黒 線

目黒

田園調布

大和
横浜羽沢駅付近

JR 山手 線

海老名

相鉄厚木線

厚木

綱島駅

東京地下鉄１３号線等

と相互直通運転（予定）

相鉄・東急直通線の整備

相鉄・ＪＲ直通線の整備

新横浜駅 （仮称）

二俣川

西谷 駅

小田急小田原線

JR 東海道貨物線

東急東横線

相鉄本線

JR 東海道線

JR 横須賀線

相鉄いずみ野線

横浜

湘南台

新宿

東京

新橋

品川

渋谷

大崎

日吉駅

東急 目黒 線

目黒

田園調布

大和
横浜羽沢駅付近

JR 山手 線

海老名

相鉄厚木線

厚木

綱島駅

東京地下鉄副都心線等

と相互直通運転（予定）

相鉄・東急直通線の整備

相鉄・ＪＲ直通線の整備

新横浜駅 （仮称）

整備区間

整備期間

西谷駅～

横浜羽沢駅付近

（約 2.7km ）

平成 18 ～ 26 年度

横浜羽沢駅付近～

日吉駅

（約 10.0km ）

平成 19 ～ 30 年度

〔相鉄・ＪＲ直通線 〕 〔相鉄・東急直通線 〕

整備区間

整備期間

西谷駅～

横浜羽沢駅付近

（約 2.7km ）

平成 18 ～ 26 年度

横浜羽沢駅付近～

日吉駅

（約 10.0km ）

平成 19 ～ 30 年度

相鉄・ＪＲ直通線 相鉄・東急直通線

計画認定 平成18年11月21日 平成19年4月11日

整備区間

整備期間

西谷駅～

横浜羽沢駅付近

（約 2.7km ）

平成 18 ～ 26 年度

横浜羽沢駅付近～

日吉駅

（約 10.0km ）

平成 19 ～ 30 年度

〔相鉄・ＪＲ直通線 〕 〔相鉄・東急直通線 〕

整備区間

整備期間

西谷駅～

横浜羽沢駅付近

（約 2.7km ）

平成 18 ～ 26 年度

横浜羽沢駅付近～

日吉駅

（約 10.0km ）

平成 19 ～ 30 年度

相鉄・ＪＲ直通線 相鉄・東急直通線

計画認定 平成18年11月21日 平成19年4月11日

〔参考事例 ： 相鉄・JR直通線及び相鉄・東急直通線〕

〔時間短縮効果例〕
現行 ⇒ 整備後 〔乗換回数〕

二俣川駅～目黒駅間 ５４分⇒３８分 〔２回⇒０回〕
大和駅 ～新横浜駅 ４２分⇒１９分 〔１回⇒０回〕
海老名駅～目黒駅 ６９分⇒５４分 〔２回⇒０回〕
湘南台駅～新横浜駅 ４９分⇒２３分 【１回⇒０回】

駅東改札口の新設

ホーム拡幅・駅構内
の配線変更

ＪＲ・阪急・地下鉄へ
バスターミナル

新たな乗換動線を整備
ＪＲ・ポートライナーへ

整 備 駅 三宮駅（阪神電鉄本線）

整備期間 平成17～24年度

計画認定 平成18年3月2日

〔参考事例 ： 三宮駅（阪神電鉄本線）の整備〕

－５－

従来の乗換動線

バリアフリー化



○運行状況に関する情報の一元化

・各交通事業者ごとに提供されている運行状況について、
鉄道、バス、航空、旅客船に関する情報を一元的に提
供するシステム等について検討

（国土交通省情報管理部「公共交通情報サービス実証実験」H19.9～2次実験）

○運行状況に関する情報の一元化

・各交通事業者ごとに提供されている運行状況について、
鉄道、バス、航空、旅客船に関する情報を一元的に提
供するシステム等について検討

（国土交通省情報管理部「公共交通情報サービス実証実験」H19.9～2次実験）

○輸送障害時の情報提供についてのルール化

・平成１９年までに「輸送障害発生時の対応検討会」（※）で
合意された主なルール
→ ・利用者への案内放送は、状況に変化がない場合においても概ね５分毎

を目安に実施
・相互直通運転されている他社線で発生した輸送障害の情報も提供
・振替輸送の依頼を受けた他社線内の情報も自社線に準じて実施

○輸送障害時の情報提供についてのルール化

・平成１９年までに「輸送障害発生時の対応検討会」（※）で
合意された主なルール
→ ・利用者への案内放送は、状況に変化がない場合においても概ね５分毎

を目安に実施
・相互直通運転されている他社線で発生した輸送障害の情報も提供
・振替輸送の依頼を受けた他社線内の情報も自社線に準じて実施

都市鉄道におけるサービスの質的向上

○輸送障害時の情報提供の高度化に向けた検討

・輸送障害発生時における「運転再開見込み情報」等、不
確実性を含む情報提供について、利用者のニーズや事
業者のリスク等を検討し、情報提供の高度化に向けて
検討 （H.18～都市鉄道整備等基礎調査）

○輸送障害時の情報提供の高度化に向けた検討

・輸送障害発生時における「運転再開見込み情報」等、不
確実性を含む情報提供について、利用者のニーズや事
業者のリスク等を検討し、情報提供の高度化に向けて
検討 （H.18～都市鉄道整備等基礎調査）

１．輸送障害時における情報提供の高度化
２．ピーク時間帯の前後や夕刻・深夜等の混雑実態調査

と対応策の検討

○混雑状況の把握

・ピーク前後の時間帯や深夜時間帯における混雑状況について、
実態調査を実施
・既存データを活用した推計手法等について検討

○混雑状況の把握

・ピーク前後の時間帯や深夜時間帯における混雑状況について、
実態調査を実施
・既存データを活用した推計手法等について検討
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朝ピーク時の混雑率の推移
〔イメージ図〕

○実態把握
関係者の協力
を仰ぎ、ピーク
前後等の混雑
状況の実態を
調査

○推計手法検討
大都市交通セン
サスや自動改札
機データ等を活
用し、混雑状況を
推計する手法を
検討

○混雑緩和対策の検討

・混雑緩和メニュー（ピークサイド・夜間の増便等）と課題の整理
・混雑緩和施策の効果の判定と増加コストの試算
・混雑緩和施策を実施するための増加コストの負担のあり方の検討

○混雑緩和対策の検討

・混雑緩和メニュー（ピークサイド・夜間の増便等）と課題の整理
・混雑緩和施策の効果の判定と増加コストの試算
・混雑緩和施策を実施するための増加コストの負担のあり方の検討

■これまで主眼を置いてきたピーク時間帯における混雑対策だけ
でなく、その前後や深夜時間帯等の混雑についても、事業者と
連携して混雑実態を把握し、必要な措置を検討

・さらに、利用者に対してわかりやすい情報提供を行うよ
う、事業者へ要請

－６－

※平成17年5月に関東運輸局が設置



資料２で御説明

■沿線の地方自治体、住民等と

鉄道事業者が連携して策定し

た連携計画に基づく取組に対し

て、まちづくり等の施策と連携し

て重点的な支援を行うことがで

きる制度に移行させる方向で

検討

■鉄軌道近代化設備整備費補助

制度における鉄道の経営状況

に係る要件を見直す方向で検

討

■様々な主体の参加を得て、

地方鉄道に対して積極的な

支援や利用促進を展開しよう

とする地方自治体に対する

財政支援制度について検討

地方自治体による鉄道施設の
保有などの取組を活発化させ
るための支援

鉄道事業者、地方自治体、住

民などが連携して行う取組に対
する総合的かつ重点的な支援

情報・ノウハウの共有の推進

・地方自治体と事業者による取り組み状況やニーズを把握

し、先行事例の整理・紹介等を検討

■自治体が必要とするサービ

ス水準を実現するための鉄

道事業者と地方自治体間協定

制度について検討

地方自治体が必要と考える
サービス水準を実現するため
の制度の創設

検討状況・対応状況提言施策検討項目

地方鉄道のネットワークとサービスの維持・活性化

中間取りまとめの主な提言施策とその取組状況 ③

－７－



■仕様の標準化や普及に資

する技術開発を促進

・視覚障害者や高齢者などが安心して鉄道駅を利用できるよう

にホームドアの整備を推進するべく、学識経験者、障害者団体、

鉄道事業者等からなる「鉄道駅におけるホームドア等の整備

の促進に関するWG」を設置。平成１９年度中にホームドア等
の普及のための方策を検討

・平成20年度より、ホームドア等の更なる普及に向けて、設計仕
様の標準化等についての検討を深度化

■ホームドア、可動式ホーム

柵の整備を慫慂するため

の支援のあり方を検討

・「整備困難」または「整備時期未定・未計画」となっている

駅の実態や今後の取組み方針を把握し、当該駅での整備

を促進

・構造上の制約等によりエレベーターの整備が難しい駅に

ついて、制約要因の解消に向けた具体的方策を調査・検

討するべく、平成20年度予算として要求
（⇒Ｐ９ 「鉄道駅のバリアフリー化の推進」）

■平成２２年までに原則とし

て全ての駅について段差

解消を実施

1日あたりの利用者数が五千人
以上でエレベーターなどの設置
が困難な駅における設置スペー
スの確保・代替設備の導入

・地域の拠点的な駅（交通、観光等の拠点的な駅で、地域の

強い要望があり地元の協力が得られる駅）について、五千

人以上の駅と同等に支援するべく、平成20年度予算とし
て要求

（⇒Ｐ９ 「鉄道駅のバリアフリー化の推進」）

■高齢者の利用実態その他

の駅の状況を含む地域の

実情にかんがみバリアフ

リー化の必要が高く、地元

の協力が得られる駅のバ

リアフリー化を支援

1日あたりの利用者数が五千人
未満の駅におけるバリアフリー
化の推進

ホームドア・可動式ホーム柵整
備の促進

検討状況・対応状況提言施策検討項目

バリアフリー化の推進

中間取りまとめの主な提言施策とその取組状況 ④

－８－



鉄道駅のバリアフリー化の推進

１ 鉄道駅のバリアフリー化 【事業費：３０，１６５百万円の内数、国費：９，１８８百万円の内数】
① 基本方針の着実な推進
既存の鉄道駅において、エレベーター等の設置による段差の解消、ホームドア（可動式ホーム柵含む）、視覚障害者誘導用ブロックの整
備、障害者対応型トイレの設置等のバリアフリー化設備の整備を推進し、平成２２年までに原則として全ての１日当たり乗降客数五千人以
上の駅について段差解消を行う。

② 地域拠点駅への支援の充実
併せて、１日当たり乗降客数五千人未満の駅について、交通、観光の拠点性が高く、地域の強い要望があり、地元の協力を得られる駅
のバリアフリー化について支援の充実を図る。

【基本方針上の位置づけ】
地域の実情にかんがみ、利用者数のみならず、高齢者、障害
者等の利用の実態等を踏まえて、可能な限りバリアフリー化

【基本方針上の位置づけ】
平成２２年までに原則として全てをバリアフリー化」
（平成１８年度末実績６３％）

② 五千人未満の駅

引き続き、原則100％の目標達成へ向けて、バリ
アフリー化整備の更なる加速化

交通、観光等の拠点的な駅で、地域の要望と協力が得
られる駅は、 五千人以上の駅と同等に支援

エレベーター整備困難駅における課題解決のための
調査（新規）［国費：180百万円の内数］

構造上の制約等によりエレベーターの整備が難しい
駅について、制約要因の解消に向けた具体的方策を
調査・検討

地域の拠点的な駅

交通の拠点駅

観光の拠点駅

地域における交通
の結節駅や日常生
活の拠点駅

地域活性化に重要な観
光の拠点となっている駅

① 五千人以上の駅

重点的な支援の実施

－９－


